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当資料のお取扱いについては最終ページをご覧ください。

2021年、５Gはさらに加速へ

ご参考資料

2021年1月4日

広告

※上記は2020年11月時点の情報に基づく。なお、商用化は国・地域によりカバー
している範囲が異なります。

（出所）GSA（モバイル通信端末の業界団体）「5G Market Snapshot
November 2020」を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

5G商用化済

5G商用化予定

2019年12月末現在

世界３４カ国
61の通信事業者

2021年は世界で５Ｇの普及が加速し、より身近に感じられるようになります

 2019年に韓国、米国、中国で商用サービスが始まっ

た5G（第5世代移動通信システム）は、2020年に日

本も含め世界的に普及が進展しました。11月現在、世

界49カ国で商用化されており、約1年前に比べて１５

カ国増えました。

 5Gの進展にあわせて、５G対応端末の普及も本格化

しています。5Gスマートフォン（以下、スマホ）は主力

メーカーの機種が出揃ったことで、今後世界的に4G

スマホからの買い替えが進むとみられています。

 さらに、2020年はコロナ禍をきっかけに、テレワー

ク、遠隔医療等の活用が進むなど社会生活において

デジタル化への移行が加速しました。通信需要の増

加で半導体業界は未曾有の好景気に沸き、新たなe

コマース（電子商取引）など先進的な通信サービスが

続々と誕生しています。

世界的に5G商用化は1年で大きく進展

アジアを中心に5G普及本格化へ

 新たな通信需要が増加する一方で、2020年の５Gの

人口カバー率＊1は世界で2割にも達していません。

5G通信のインフラ敷設を喫緊の課題として、世界全

体で約89兆円＊2ともいわれる設備投資が今後本格

化する見込みです。2026年にはアジア地域を中心に

人口カバー率は60％まで拡大する見通しです。

 そして、５Gスマホや新たな通信サービスの誕生・普及

とともに、関連する電子部品技術も進化し、関連企業

のさらなる成長が期待できます。特にアジア企業は、

先進的な技術・サービスを有する企業が数多く存在す

ることから、膨大な人口が生み出す成長性の高い市

場を味方に、今後世界においてますます存在感が増

すと考えられます。

 2021年は5G社会の本格到来です。「コロナ後の世

界」における構造変化を支える基盤としての役割を担

い、幅広い産業の需要を取り込みつつ、グローバルな

経済成長をけん引していくことが期待されます。

2020年11月現在

世界49カ国
122の通信事業者

約1年後

※4G：LTE、3G：WCDMA・HSPA・TD‐SCDMA・CDMA
※比率は、端数処理の関係で合計値が100％とならない場合があります。
※2020年以降はエリクソン予測値。アジアはオセアニア地域を含む
（出所）エリクソン「Ericsson Mobility Report(November 2020)のデータを

基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

2026年

5G契約数
地域別内訳

アジア

66％
欧州

15％

北米

9％

その他 9％ （2018年～2026年、年次）

＊1：エリクソン予測値
＊2：2020年から2025年の5年間の５G通信設備投資額におけるGSMA予測値（米ドルベース）を当社が2020年11月末の為替レートを基に円換算
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